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事 業 者 催　　し講座・教室

手指衛生や換気などの基本的な感染対策の継続をお願いします

国民健康保険税の
均等割額の軽減判定の基準所得額が改定されます

後期高齢者医療保険料の
均等割額の軽減判定の基準所得額が改定されます

助成
金額

対象

助成
要件

必要
書類

国民健康保険

令和5年度に受診した人間ドックに要した費用のうち、1万円
以内(1人につき1年度1回)

健康保険証、人間ドック検診料の領収証(原本)、人間ドック
検診結果の写し

国民健康保険に加入してい
る、40歳以上の方(令和6年3
月31日時点)

世帯主名義の振込先口座情報
の分かるもの、問診・確認票

受診者名義の振込先口座情報
の分かるもの

後期高齢者医療制度に加入し
ている方

・国民健康保険税または後期高齢者医療保険料に滞納がない
・令和5年度に市が実施する｢国保特定健康診査｣または｢後期
高齢者健康診査｣を受診していない

後期高齢者医療制度
個別健診
集団健診

共通

詳細な健診

個別健診

集団健診

国保特定健康診査
6月1日㈭～11月10日㈮

9月1日㈮～10月28日㈯

受診案内をご覧ください

診察、身体測定、血圧測定、血液検査、尿検査

無料

必要事項を記入した特定健康診査受診券、健康保険
証、昨年の健診結果(お持ちの方)、集団健診受診決
定通知(集団健診のみ)

事前に各指定医療機関へ

6月23日㈮までに、受診券に同封されている受診案
内から電子申請で申し込み。または、同封されてい
る集団健診申込み用紙を返信用封筒で返送

後期高齢者健康診査

心電図、眼底検査(医師
の判断に基づき実施)

心電図(医師の判断に基
づき実施)

75歳以上の方、一定の
障がいがあり、後期高
齢者医療制度に加入し
ている65歳以上の方

40歳～74歳で国民健康保
険に加入している方

日
程

内
容

申
込
み

対象

費用

持ち物

会場

世帯主および同一世帯内の被保険者の総所得金額等の合計額

令和4年度
均等割額
軽減割合

7割軽減

5割軽減

2割軽減

令和5年度から
43万円＋10万円×(給与所得者等の数－1)以下

43万円＋28万5,000円×(被保
険者等の数)＋10万円×(給
与所得者等の数－1)以下

43万円＋52万円×(被保険者
等の数)＋10万円×(給与所
得者等の数－1)以下

43万円＋29万円×(被保険者
等の数)＋10万円×(給与所
得者等の数－1)以下

43万円＋53万5,000円×(被
保険者等の数)＋10万円×
(給与所得者等の数－1)以下

均等割額
軽減割合

7割軽減

5割軽減

2割軽減

世帯主および同一世帯内の被保険者の総所得金額等の合計額

令和4年度 令和5年度から

43万円+10万円×(給与所得者等の数－1)以下

43万円＋28万5,000円×(被保
険者の数)+10万円×(給与所
得者等の数－1)以下

43万円＋29万円×(被保険者
の数)+10万円×(給与所得者
等の数－1)以下

43万円＋52万円×(被保険者
の数)+10万円×(給与所得者
等の数－1)以下

43万円＋53万5,000円×(被
保険者の数)+10万円×(給与
所得者等の数－1)以下

国民健康保険と後期高齢者医療制度の
人間ドック検診料助成

｢国保特定健康診査｣・｢後期高齢者健康診査｣
を受診しましょう

国民健康保険・後期高齢者医療制度 に加入している方へのお知らせです

▶助成金額・対象・助成要件・必要書類：下表のとおり

▶申込み：人間ドックを受診後、令和6年3月29日㈮までに申請書、請
求書に必要書類を添えて直接国保年金課へ。申請書類は国保年金課で
配布するほか、市ホームページから印刷できます
＊助成後に国保特定健康診査または後期高齢者健康診査の受診が判明
した場合、助成金を返還していただきます
＊3月29日㈮までに検診結果、受診結果
を提出できない場合は下記へお問い合
わせください
∫国保年金課(第二庁舎1階)▷国民健康
保険に加入の方…☎963-9154、▷後期高
齢者医療制度に加入の方…☎963-9170

　｢地方税法施行令｣の一部改正に伴い、国民健康保険税の均等割額の
軽減判定の基準所得額が改定されます。なお、令和5年度の納税通知
書は6月中旬に発送します。軽減判定は自動で行い、該当世帯には軽
減後の税額を通知します(世帯主および国民健康保険に加入している
16歳以上の方全員の令和4年中の所得申告が必要です)。

＊被保険者等の数は、国民健康保険から後期高齢者医療制度の被保険
者に移行した方で、以後、世帯主が変わることなく、継続してその
世帯にいる方も含みます
＊給与所得者等は、一定の給与所得者および公的年金等の支給を受け
る方です
∫国保年金課保険担当☎963-9146

　｢高齢者の医療の確保に関する法律施行令｣の一部改正に伴い、後期
高齢者医療保険料の均等割額の軽減判定の基準所得額が改定されま
す。なお、令和5年度の納入通知書は7月中旬に発送します。軽減判定
は自動で行い、該当世帯には軽減後の保険料を通知します(世帯主お
よび後期高齢者医療制度に加入している方全員の令和4年中の所得申
告が必要です)。

＊給与所得者等は、一定の給与所得者および
公的年金等の支給を受ける方です
∫国保年金課後期高齢者医療担当☎963-9170

▶日程・会場・内容・対象・費用・持ち物・申込み：下表のとおり

＊医療保険に未加入の方については、健康づくり推進課へお問い合わ
せください
＊国保特定健康診査または後期高齢者健康診査を受診した方は、令和
5年度の市の人間ドック検診料助成は受けられません
∫受診内容について…健康づくり推進課☎960-1100、受診券・通知に
ついて…国保年金課▷国民健康保険に加入の方☎963-9154、▷後期高
齢者医療制度に加入の方☎963-9170


